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四日市市規則第１１号 

   四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則の一部を改正する規則 

四日市市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する規則（昭和６０年四日市市規則第

６号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （目的） 

第１条 この規則は、四日市市職員の勤

務時間及びその他の勤務条件に関する

条例（昭和２８年四日市市条例第５号。

以下「条例」という。）に基づき、職員

（地方公務員法（昭和２５年法律第２

６１号）第２２条の２第１項に規定す

る会計年度任用職員を除く。）の勤務時

間、休日及び休暇に関し必要な事項を

定めることを目的とする。 

 （目的） 

第１条 この規則は、四日市市職員の勤

務時間及びその他の勤務条件に関する

条例（昭和２８年四日市市条例第５号。

以下「条例」という。）に基づき、職員

の勤務時間、休日及び休暇に関し必要

な事項を定めることを目的とする。 

 

 （年次休暇の日数） 

第１０条 条例第９条第１項第１号の規

則で定める日数は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

日数（１日未満の端数があるときは、

これを四捨五入して得た日数）とする。

ただし、その日数が労働基準法（昭和

２２年法律第４９号）第３９条の規定

により付与すべきものとされている日

数を下回る場合には、同条の規定によ

 

 （年次休暇の日数） 

第１０条 条例第９条第１項第１号の規

則で定める日数は、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

日数（１日未満の端数があるときは、

これを四捨五入して得た日数）とする。

ただし、その日数が労働基準法（昭和

２２年法律第４９号。以下「労働基準

法」という。）第３９条の規定により付

与すべきものとされている日数を下回



り付与すべきものとされている日数と

する。 

 (1)から(3)まで （略） 

る場合には、同条の規定により付与す

べきものとされている日数とする。 

 (1)から(3)まで （略） 

 

 （年次休暇の単位） 

第１２条 （略） 

２ （略） 

３ １時間を単位として使用した年次休

暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号

に定める時間数をもって１日とする。 

 (1)及び(2) （略） 

 (3) 斉一型短時間勤務職員（前号に掲

げる職員のうち、斉一型短時間勤務

職員を除く。）及び第１０条第３号に

掲げる職員 勤務日ごとの勤務時間

の時間数（１分未満の端数があると

きは、これを切り捨てた時間） 

 (4) （略） 

 

 （年次休暇の単位） 

第１２条 （略） 

２ （略） 

３ １時間を単位として使用した年次休

暇を日に換算する場合には、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、当該各号

に定める時間数をもって１日とする。 

 (1)及び(2) （略） 

 (3) 斉一型短時間勤務職員（前号に掲

げる職員のうち、斉一型短時間勤務

職員を除く。） 勤務日ごとの勤務時

間の時間数（１分未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた時間） 

 

 (4) （略） 

 

 （特別休暇） 

第１４条 条例第１１条の規則で定める

場合は、次の各号に掲げる場合とし、

その期間は当該各号に定める期間とす

る。 

 (1)から(4)まで （略） 

 (5) 職員が結婚する場合で、結婚式、

旅行その他の結婚に伴い必要と認め

られる行事等のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 婚

姻日（婚姻届日又は挙式日）の５日前

から婚姻日の１年以内の連続する７

 

 （特別休暇） 

第１４条 条例第１１条の規則で定める

場合は、次の各号に掲げる場合とし、

その期間は当該各号に定める期間とす

る。 

 (1)から(4)まで （略） 

 (5) 職員が結婚する場合で、結婚式、

旅行その他の結婚に伴い必要と認め

られる行事等のため勤務しないこと

が相当であると認められるとき 婚

姻日（婚姻届日又は挙式日）の５日前

から婚姻日の１箇月以内の連続する



日以内（週休日及び休日を除く。） 

 (6)から(9)まで （略） 

 (9) 生後１年に達しない子を育てる職

員が、その子の保育のために必要と

認められる授乳等を行う場合 １日

２回それぞれにつき３０分を超えな

い範囲で必要な期間（男性職員にあ

っては、その子の当該職員以外の親

（当該子について民法第８１７条の

２第１項の規定により特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件

が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護する

もの又は児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）第２７条第１項第３

号の規定により当該子を委託されて

いる同法第６条の４第２号に規定す

る養子縁組里親若しくは同条第１号

に規定する養育里親である者（同法

第２７条第４項に規定する者の意に

反するため、同項の規定により、養子

縁組によって養親となることを希望

している者として委託することがで

きない者に限る。）を含む。）が当該

職員がこの号の休暇を使用しようと

する日におけるこの号の休暇を承認

され、又は労働基準法第６７条の規

定により同日における育児時間を請

求した場合は、１日２回それぞれ３

０分から当該承認又は請求に係る各

回ごとの期間を差し引いた期間を超

７日以内 

 (6)から(9)まで （略） 

 (9) 生後１年に達しない子を育てる職

員が、その子の保育のために必要と

認められる授乳等を行う場合 １日

２回それぞれにつき３０分を超えな

い範囲で必要な期間（男性職員にあ

っては、その子の当該職員以外の親

（当該子について民法第８１７条の

２第１項の規定により特別養子縁組

の成立について家庭裁判所に請求し

た者（当該請求に係る家事審判事件

が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護する

もの又は児童福祉法第２７条第１項

第３号の規定により当該子を委託さ

れている同法第６条の４第２号に規

定する養子縁組里親若しくは同条第

１号に規定する養育里親である者

（同法第２７条第４項に規定する者

の意に反するため、同項の規定によ

り、養子縁組によって養親となるこ

とを希望している者として委託する

ことができない者に限る。）を含む。）

が当該職員がこの号の休暇を使用し

ようとする日におけるこの号の休暇

を承認され、又は労働基準法第６７

条の規定により同日における育児時

間を請求した場合は、１日２回それ

ぞれ３０分から当該承認又は請求に

係る各回ごとの期間を差し引いた期

間を超えない期間） 



えない期間） 

 (10)から(20)まで （略） 

２及び３ （略） 

４ １日を単位とする特定休暇は、別に

定める場合を除き、１回の勤務に割り

振られた勤務時間の全てを勤務しない

ときに使用するものとする。 

５ １時間を単位とする特定休暇を日に

換算する場合には、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

時間数をもって１日とする。 

 (1) （略） 

 (2) 斉一型短時間勤務職員及び第１０

条第３号に掲げる職員 勤務日ごと

の勤務時間の時間数（７時間４５分

を超える場合にあっては、７時間４

５分とし、１分未満の端数があると

きは、これを切り捨てた時間） 

 (3) （略） 

 

 (10)から(20)まで （略） 

２及び３ （略） 

４ １日を単位とする特定休暇は、１回

の勤務に割り振られた勤務時間のすべ

てを勤務しないときに使用するものと

する。 

５ １時間を単位とする特定休暇を日に

換算する場合には、次の各号に掲げる

職員の区分に応じ、当該各号に定める

時間数をもって１日とする。 

 (1) （略） 

 (2) 斉一型短時間勤務職員 勤務日ご

との勤務時間の時間数（７時間４５

分を超える場合にあっては、７時間

４５分とし、１分未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた時間） 

 

 (3) （略） 

 

   附 則 

この規則は、令和２年４月１日から施行し、この規則による改正後の四日市市職員

の勤務時間、休日及び休暇に関する規則第１４条第１項第５号の規定は、令和２年３

月１日から適用する。 

 

（総務部人事課） 


